
 

令和元年度２月補正予算について 

 

今回の補正予算は、国の令和元年度補正予算（第１号）に対応して、防災・減災、国

土強靱化の強力な推進や農林水産業の成長産業化と輸出力強化の加速、Society5.0 時代

を担う人材育成等の取組を進めるため、これらに必要な経費について所要の措置を講じ

るものです。 

あわせて、令和元年台風第 19 号等の災害復旧に関する必要な経費についても所要の

措置を講じます。 
 
【２月補正後の予算規模】                                （単位：千円、％） 

 ３０年度最終 

補正後予算額 

① 

令和元年度補

正前の額 

② 

２月補正額 

 

補正後累計 

 

③ 

伸び率 

③／① ③／② 

一般会計 719,509,913 720,514,163 16,892,587 737,406,750 2.5 2.3 

特別会計 359,161,911 364,951,964 － 364,951,964  1.6 － 

企業会計 38,125,158 39,582,388 － 39,582,388 3.8 － 

合計 1,116,796,982 1,125,048,515 16,892,587 1,141,941,102 2.3 1.5 

 

Ⅰ 一般会計の内容                    168 億 9,258 万 7 千円 

 
１ 歳入の主要点 

（１）国庫支出金                                        72億5,435万8千円 

国庫支出金について、公共事業関係で57億7,133万2千円、GIGAスクールネットワーク

整備事業補助金で6億3,838万9千円、６次産業化市場規模拡大対策整備交付金で3億9,000

万円をそれぞれ増額するなど、あわせて72億5,435万8千円を増額補正する。 

 

（２）県債                                                   90億200万円 

県債について、補正予算債で88億8,600万円を増額するなど、あわせて90億200万円を

増額補正する。 

 

（３）繰入金                            1,427万5千円 

   繰入金について、財政調整基金で1,399万3千円を増額するなど、あわせて1,427万5千

円を増額補正する。 
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２ 歳出の主要点 
 
〇国の令和元年度補正予算（第１号）への対応          166億  842万9千円 

（１）公共事業（県土整備部、農林水産部）           145億7,828万6千円 

  ① 防災・減災、国土強靱化の強力な推進等       

   ア 国直轄事業                                   32億7,700万円 

国の「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」を活用した国実施の公共事業に係る

県負担金として、道路事業で21億400万円、河川事業で7億7,900万円、港湾事業で1億

9,700万円をそれぞれ増額するなど、あわせて32億7,700万円を増額補正する。 
 
   イ 国補公共事業                        80億6,511万1千円 

国の「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」を活用し、防災・減災、国土強靱化

の強力な推進に資する事業等を行うため、河川事業で25億8,500万円、道路事業で 

21億9,105万7千円、港湾海岸事業で9億円、農業農村事業で13億6,218万円、森林林業

事業で1億7,250万円をそれぞれ増額するなど、あわせて80億6,511万1千円を増額補正

する。 

  

  ② 農林水産業の成長産業と輸出力強化の加速          

     国補公共事業                              24億3,367万5千円 

競争力強化に向けた生産基盤の整備等を行うため、農業農村事業で23億9,167万 

5千円を増額するなど、あわせて24億3,367万5千円を増額補正する。 

 

  ③ 生産性向上を支えるインフラの整備          

     国補公共事業                                   8億 250万円 

生産性向上を支えるインフラの整備を行うため、道路事業で8億250万円を増額する。 

 

（２）斎宮歴史博物館管理運営費（環境生活部）              4,016万2千円 

   斎宮歴史博物館の防火体制を強化するため、自動火災報知機の設備更新等を行う。 

 

（３）介護サービス施設・設備整備等推進事業（医療保健部）        1億 650万円 

   障がい者の地域移行受け皿整備事業（子ども・福祉部）         4,442万7千円 

災害時における施設入所者等の安全な生活環境を確保するため、非常用自家発電設備

等の整備を支援する。 

 

（４）地籍調査費負担金（地域連携部）                    3,153万2千円 

   災害後の復旧・復興の迅速化を図るため、洪水浸水想定区域等で人家やインフラへの

影響が大きいなど特に緊急性の高い地域における地籍調査を実施する市町に対して、そ

の取組を支援する。 
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（５）みえ産学官連携基盤技術開発研究事業（雇用経済部）          2,002万円 

   地域企業によるイノベーション創出や生産性の向上を図るため、県工業研究所に小型

樹脂混錬システムを導入する。 

 

（６）原木安定供給促進事業（農林水産部）                        5,028万9千円 

   地域材の競争力強化に向けて、本県を含む関係府県が林業・木材産業等関係者と共同

で策定した体質強化計画に基づき、合板工場に原木を安定的に供給する事業者に対して、

間伐材の生産や路網整備、高性能林業機械整備などを支援する。 

 

（７）食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業(雇用経済部)  3億9,000万円 

   県産品の輸出促進に向けて、食品製造事業者等が行うＨＡＣＣＰ等に対応した施設整

備を支援する。 

 

（８）情報教育充実支援事業（教育委員会事務局）         12億7,677万9千円 

   Society5.0時代を担う人材の育成に必要なＩＣＴ環境を整備するため、県立学校にお

ける無線ＬＡＮ等の校内通信ネットワークを整備する。 

 

（９）介護福祉士等修学資金貸付事業（医療保健部）           7,043万4千円 

   介護人材等を着実に確保していくため、介護福祉士修学資金等貸付を実施する三重県

社会福祉協議会に対し、事業の実施に要する貸付原資の増資を行う。 

 

〇災害復旧 

（１）公共事業（県土整備部）                   2億8,415万8千円 

   令和元年10月に発生した台風第19号等の被害に対して早期の復旧を図る。 
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